
評価指標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長岡京市第４次総合計画では、総合計画に基づく市政運営の達成度をはかる参考とし

て頂く指標（ものさし）として、「評価指標」を設定しています。 

総合計画では、各分野において「５年後の目標」として目指すべき状態像を掲げてお

り、それらの施策に連なる実施計画事業ごとに年次的な指標を設けておりますが、全体

としての達成度や到達度の客観的な評価を補完する指標として、具体的な項目をとりま

とめました。 

 市政運営においては、計画、実行、評価、改善のサイクルを確立し、より効果の高い

成果を挙げられるよう業務の継続的な見直しが必要です。 

各指標で掲げた項目の推移をしっかりと評価し、実施計画事業を始めとする各事業に

反映させることで、第４次総合計画が目指す目標実現に向け取り組んでいきます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各指標で掲げた項目の「最新数値」及び各指標が示す「傾向」 

 

 

 

※ 各指標が属する分野及び各指標の説明は、冊子『長岡京市 第４次総合計画』119 ペー

ジから 124 ページに記載しています。 

※ グラフ内の数値及び年度表示については、原則平成 23年度から（それ以前は５年毎）

の表記としています。 



評価指標／こども

◆（１）年少人口（15歳未満）の住民基本台帳人口

◆（２）合計特殊出生率

◆（３）子育てに「非常に不安や負担を感じる」と回答した割合
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【傾向】 

年少人口は平成14年を

最低値とし、平成23年

まで回復傾向を示し、

以降は11,400人弱で推

移している。年少者の

いる世帯（子育て世帯）

が本市に転入している

ことから、社会増により

年少人口が一定維持さ

れている。 

【出典】 

長岡京市住民基本台帳 
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出生率） 
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【傾向】 
28年度と比較して、国が0.01ポイント、京都府が0.03ポイント減

少となっている。本市は国・府の数値を上回っているものの0.06

ポイント減少となり、6年ぶりに減少に転じている。 

【出典】 

○人口動態統計 

 （合計特殊出生率） 

○住民基本台帳 

 （長岡京市15-49女性人口） 

※30年は令和2年7月発表予定 
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（％） 【傾向】 

平成16年以降、約1ポイントずつ増加傾

向であったが、平成31年は前回比1.5ポ

イントの減少に転じている。一方「不安

や負担は全く感じない」割合は3ポイント

増加し、強い不安感や負担感が軽減さ

れている。 

【出典】 

○長岡京市第2期子ども・子育て支援事業計画にか

かるニーズ調査結果報告書（平成31年3月版） 



◆（４）虐待ケースの年度新規受理件数

◆（５）保育所希望入所率

◆（６）保育施設に関する満足度
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【傾向】 

平成30年度は前年度と

比較して増加した。28年

度から報告数に加えて

いる特定妊婦の件数も

増加しており、長岡京子

育てコンシェルジュによ

るきめ細やかな支援の

成果が出ていると思わ

れる。 

【出典】 

福祉行政報告例 
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100.0% 【傾向】 

年度による変動はあるも

のの依然100％とはなっ

ておらず、保育施設を利

用する必要がある全て

の世帯が認可保育施設

を利用できる状況には

なっていない。 

【出典】 

「保育行政の現状」 

※30年度は令和元年8月発表予定 
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【傾向】 

子どもへの接し方、日常

の遊び、病気やケガの

時の対応、行事などに関

して高い満足度を感じる

一方、施設・環境・利用

者間のネットワークづくり

などにおいては、不満も

あるという調査結果が出

ている。 

【出典】 

「長岡京市子ども・子育て支援事業計

画に関するニーズ調査結果報告書」

（平成31年3月版） 

※5年毎に調査 



◆（７）京都府学力診断テストで正答率が50％未満の割合

◆（８）小学校・中学校の新体力テストで府の平均を上回っている項目数

◆（９）朝食を毎日食べている児童・生徒の割合
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（％） 

【傾向】 

すべての学年、教科で府の平均を下回っており、授業に対

する一定の理解が進捗していることがわかる。 

【出典】 

京都府学力診断テスト結果 
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（72項目） 

【傾向】 

平成24年度から26年度

までは回復傾向であった

が、27年度から下降して

いる。 

【出典】 

平成30年度新体力テスト結果報告 

※30年度は令和2年3月発表予定 
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【傾向】 
小中学校とも、京都府の平均を上回っている。また、

平成25年度から多少増減は見られるものの、およそ

92％以上と高水準を保っている。 

【出典】 

全国学力・学習状況調査の児童生徒質問紙より

抽出(調査対象は小学校６年生、中学校３年生) 

（％） 

（％） 



◆（10）小中学校における不登校出現率

◆（11）放課後子ども教室に参加する児童数と活動に協力する大人の数
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【傾向】 

・小学校において、平成

18年度以降、平成24年

度を除いて国を下回って

いるが、毎年増減を繰り

返している。平成30年度

は29年度を下回ったもの

の高い出現率となってい

る。 

・中学校において、平成

25年度以降、平成28年

度を除いて国を下回って

いるが、増加傾向にあ

る。平成30年度は平成

29年度を上回る高い出

現率となっている。 

【出典】 

文部科学省児童生徒の問題行動等生徒

指導上の諸問題に関する調査 

※30年度（国）は令和元年10月発表予定 
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【傾向】 

平成19年度の事業開始以降、平成26年度を頂点に参加児童数が減少傾向にあったが、

平成30年度は前年度を上回った。 



評価指標／くらし

◆（12）健康寿命

◆（13）一人当たりの医療費の状況（国保＋後期高齢）

◆（14）元気な高齢者の割合（65～74歳の要介護（要支援）認定を受けていない者の割合）
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（歳） 

【傾向】 

平成23年度から27年度ま

では上昇傾向にあった

が、平成28年度は低下が

見られた。考えられる要因

として、平成28年度は死

亡数が例年より多く（男性

の死因はがんが増加、女

性は老衰の増加が目立っ

た）、平成29年度も同様の

傾向にある。 

※厚生労働科学研究「健康寿命に関する研究成果公開

ホームページ」-「健康寿命算定プログラム」を用いて算出 

※30年度は令和2年2月頃算出予定 
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【傾向】 
平成28年度は、高額な薬

剤の薬価引き下げや診療

報酬の減額改定等があっ

たことにより、一人当たり

の医療費が前年度と比べ

減少したが、平成29年度

には再び増加に転じた。

医療の高度化や高齢化

等によるものであり、今後

とも同様の理由で一人当

たりの医療費は増加傾向

が続くと考えられる。 

【出典】 国保：国民健康保険事業状況報告書  後期高齢：後期高齢者医療広域連合からの市町村支出金に係る通知 

※長岡京市の30年度、国・京都府の29年度は令和元年9月頃発表予定 
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【傾向】 

近年、団塊世代が前期

高齢者となり母数が急

増している。その中で元

気な高齢者の割合は微

増減を繰り返し、横ばい

傾向である。 

【出典】 

「京都府介護保険制度の実施状況」

より算出 

※30年度は令和元年10月発表予定 

 



◆（15）第1号被保険者（75～84歳）における要介護（要支援）認定率

◆（16）障がい者（児）に対するアンケートで、
　　①「特に困っていることはない」が選択された割合
　　②「将来的に生活する住まい、または施設があるかどうか不安」が選択された割合
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【傾向】 

平成18年度以

降、認定率は横

ばい傾向であり、

大きな変化はな

い。 

※独自計算により算出 
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【傾向】 

・この設問には例えば「緊急時に相談できる窓口がない」や「生活をする上で必要な情報

が得られない」など１５項目あり、複数選択可能である。 

・その中で①の「特に困っていることはない」と回答された割合は微増ではあるが増加傾向

にあり、約４分の１の人が現状で一定の満足があると言えるが、同時に②「将来的に生活

する住まい、または施設があるかどうかが不安」との回答割合も増加傾向にあり、現在の

困難を取り除くとともに、将来に対する不安解消も今後取り組むべき課題である。 

【出典】 

障がい福祉に関するアンケート調査 

※5年毎に調査 

（％） （％） 



◆（17）社会福祉協議会のボランティア登録団体数

◆（18）認知症サポーター養成受講者数（延べ人数）
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【傾向】 

・社会福祉協議会のボランティアセンターから各種情報提供や助成金等の活

動支援を受けるために、既存の団体の登録件数が増加している。また、既存

の団体にはない分野や内容で新たにボランティア活動を始めたい人による新

規団体の立ち上げが進められている。 

・一方で、ボランティア団体の構成員の高齢化により活動を縮小したり解散した

りする団体もあり、後継者の確保や若い世代の参加が課題となっている。 

【出典】 

社会福祉協議

会ボランティア

登録団体数より 

（団体） 
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【傾向】 

平成21年度から自治会や老人クラブ等を中心に受講を働きかけてきており、

一定意欲的な団体は概ね受講済であるため、年間の受講者数は減少傾向に

ある。地域で見守る体制を構築するためには、高齢者だけでなく、若年世代

等にも受講者を増やす必要があり、今後更に生徒・学生も含めた幅広い世代

の様々な団体への働きかけを強化していく。 

（人） 

【出典】 

東地域包括支

援センター（基

幹・強化型）によ

る報告 



◆（19）生活保護世帯に占める高齢者世帯数

◆（20）就労支援対象者の一般就労への移行率
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【30年度数値】 

○生活保護世帯数    695 

  （うち高齢者世帯数    355 

     一般世帯数     340） 

○高齢者世帯数の比率 51.0％ 

【傾向】 

・生活保護世帯数は、一時の伸びは鈍化しているが、依然増加

傾向が続いている。 

・特に高齢者世帯は高い伸び率を示しており、今後の高齢化の

進展により、さらに高齢者世帯の増加が予想される。 

【出典】 

厚生労働省被保護者調査 
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【傾向】 

平成28年度・平成29年度と実績値が下降傾向にあったが、平成30年

度は若干改善している。有効求人倍率は高水準で推移しているが、

支援対象者には社会性や就労意欲、就労関連スキル等に課題を有

する者も多く、長期継続支援を要する者の比率が増加している。 

【出典】 

長岡京市就労支援プログラム 



評価指標／かがやき

◆（21）自治会加入率

◆（22）市民活動サポートセンター登録団体数
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【傾向】 

推計人口による世帯数は微増しているが、自治会加入率は年々減

少している。全体的に懸念されることは、自治会員の高齢化により

自治会活動が縮小されたり、自治会活動に負担を感じることによる

脱会者が増加していることである。 

【出典】 

・国勢調査を基準にした推計人

口による世帯数 

・各自治会からの自治会世帯報

告書 
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【傾向】 

前年に引き続き増加傾向にある。市民活動サポートセンターの

ハード面での整備などにより、利用環境の向上を図ったため、登

録増につながっていると思われる。 

【出典】 

市民活動サポートセンター

指定管理者事業報告書 



◆（23）市内在住者における正規職・非正規職・派遣社員の割合

◆（24）市内事業所における女性の常用雇用者数及び雇用率

◆（25）「地域で」「社会全般として」男女が平等になっていると考える市民の割合＜男女ごと＞
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【傾向】 

市民（市内在住

者）における女性

の雇用者数は継

続して増加してい

るが、男性と比べ

て、非正規職の割

合が依然として高

い。 

【出典】 

国勢調査の「従業上

の地位」 

※5年毎に調査 
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【傾向】 

市内の事業所にお

ける従業者数、常

用雇用者数とも減

少しているが、これ

は事業所数の減少

に伴うものと考えら

れる。一方、女性

の常用雇用者数も

減少しているが、

常用雇用者におけ

る女性の雇用率は

上昇している。 

【出典】 

経済センサス基礎調査 

※5年毎に調査 

（人） 

（人） （％） 
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る男性 

「社会全般として

男女平等」と考え

る女性 

【傾向】 

全体的には「男女

が平等になってい

ると考える」市民の

割合は上昇してい

るが、平成16年度

以降の上昇は鈍

化傾向にある。 

【出典】 

男女共同参画社会につい

ての市民意識調査 

※5年毎に調査 

（％） 



◆（26）審議会等における女性委員の割合が40％～60％の審議会等の割合

◆（27）主な社会教育施設の利用者数

32.1  
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【傾向】 

ここ数年、平成26

年度をピークに、

50％前後で推移し

ている。団体からの

委員選出について

は、所属団体自体

の男女比率に偏り

があるなど、年度に

よって女性登用率

が増減する傾向が

ある。 
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【傾向】 

人口に占める高齢者

の割合が増加する傾

向から高齢者の生涯

学習に関する関心が

高まる中、学習の機

会や文化活動の場の

拠点として利用者が

増えている。ここ数年

は、年間約40万人の

利用者で推移してお

り、中央生涯学習セン

ターでは開館以来初

めて20万人を超え

た。 
※利用者数は、中央生涯学習センター・社会教育ホール・市民ホール・多

世代交流ふれあいセンター・産業文化会館の利用者数の合計。 

【出典】 

長岡京市男女共同参画計画 

第6次計画 進行管理報告書 



◆（28）市民スポーツ実施率

◆（29）文化まつり等文化事業における参加者数（出品者・出演者・鑑賞者）

参加者数
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【傾向】 

年代別でみると、20歳代～40歳代の運動実施率が低く、若年層や働

き盛り世代に対する運動・ｽﾎﾟｰﾂの機会や場の提供が求められる。 

【出典】 

長岡京市スポーツに関する

市民意識調査 

※5年毎に調査 
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【傾向】 

・文化、芸術活動に携わる人が、固定化している傾向がある。 

・年齢層も高齢化してきており、新たに団体に加入したり、事業に参

加する人たちを増やしていくことが必要である。 

（人） 

【出典】 

長岡京市文化協会事業

報告、乙訓文化芸術祭

事業実施報告書、公民

館サークル連絡協議会



評価指標／まち

◆（30）鉄道三駅乗降客数

◆（31）市内空き家数（その他空き家数・空き家率）
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【傾向】 

・西山天王山駅の乗降客数が継続して増加している。 

・三駅の乗降客数は前年度に比べ微増傾向にある。 

【出典】 

長岡京市統計書 

※30年は令和2年4月発表予定 
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空
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その他空き家／空き家の割

合 

（戸） 

【傾向】 

・少子高齢化により、絶対的な住宅供給過剰や住み替え等によ

る空家の件数が増加傾向にあると思われる。 

・特に「世帯が長期にわたって不在の住宅、建て替えのために取

り壊すこととなっている住宅等」と定義される「その他空き家」の

数や「空き家総数」に対する「その他空き家数」の率が増加してき

ている。 

【出典】 

平成15年度・20年度・25年度の

住宅・土地統計調査 

※5年毎に調査 



◆（32）市街歩行者数（アゼリア通り・天神通り）

◆（33）はっぴぃバス・路線バス利用者数

◆（34）観光入り込み客数・一人あたり観光消費額（年間）
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【傾向】 

平成22年度には、若者の

自動車離れ、環境や健康

志向の浸透に伴い歩行者

数に増加がみられたが、西

山天王山駅の開業を受け、

長岡天神駅から西山天王

山駅への利用が遍移する

とともに、歩行者数が減少

する傾向にある。 

【出典】 

全国道路交通情勢調査(道路交通センサ

ス)データ 

※5年毎に調査 

（人/12ｈ） 
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JR長岡京 

【傾向】 

・はっぴぃバスは、平成18年10月運行開始以来、利用者数は毎年伸びてきていたが29年度から微

減となっている。 
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【傾向】 
・平成20年に観光入込客数が120万人台となって以降、天候不順による花の開花状況や観光施設の

工事等の外的要因による減少はあるものの安定してきている。 

・観光消費額は、観光施設の改修工事による一定期間の閉鎖による影響があったものの、観光施設

のSNS活用による情報発信・体験プログラムの定着による来訪者増を受けて、観光消費額も増加し

た。 

【出典】 

観光入込客

統計に関す

る共通基準

により算出 

（人） （円） 

※はっぴぃバス利用客数以外は5年毎に調査 



◆（35）市内民営事業所数・従業員数の推移

◆（36）新たな起業者数（新設・廃業）

◆（37）主要作物（花菜・ナス・タケノコ）の出荷量
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【傾向】 

事業所数は、平成21

年度から平成28年度

まで、年々減少してお

り、それに伴い、従業

員数も減少している

状況である。 

【出典】 

経済センサス活動調査 

※次回発表：令和2年6月予定 
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【傾向】 

平成26年度及び平成

28年度の新設事業所

数と廃業事業所数を

比較すると、新設事

業所、廃業事業所共

に減少している状況

である。 

【出典】 

経済センサス活動調査 

※次回発表：令和2年6月予定 
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【傾向】 

・豊作や不作の年が

あるが、農家数・農業

就業者数の減少や農

地面積の減少から出

荷量は微減傾向にあ

る。 

・農業就業者の高齢

化や後継者不足が深

刻化している。 

【出典】 

ＪＡ京都中央 

（ｔ） 



◆（38）防災訓練参加人数

◆（39）市内での窃盗犯認知件数
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【傾向】 

市防災訓練については、平成30年度は本会場を含む9校区で実施した。平成30年度は

多くの災害が発生したこともあり、参加人数は増加している。 
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【傾向】 

地域による自主防犯活動等の取り組みにより、市内の窃盗犯

認知件数は減少傾向にある。 

【出典】 

向日町警察署 
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◆（40）市内交通事故件数・負傷者数

◆（41）雨水整備率
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【傾向】 

平成30年の事故発生件数・負傷者数は、ともに平成29年を下回っており、

減少傾向が続いている。 

【出典】 

京都府警察本部資料 

（高速道路除く） 
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【傾向】 

・近年頻発する局地的集中豪雨へ対応するため、全国的に降雨強度10年確率の採用が進

んでいる。 

・呑龍トンネル南幹線の整備工事に向けて設計や計画等を進めており、近年の雨水整備

率に大きな数値の変更はない。 

（％） 



評価指標／みどり

◆（42）西山の森林整備面積・整備率

◆（43）小畑川・小泉川の主要河川水質指標（小畑川）
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【傾向】 

・これまで継続的に進めてきた森林整備活動により、西山の有

する多面的な機能（保健休養、水源涵養、生物多様性、土砂

災害防止など）が徐々に回復しつつある。 

・平成27年4月に改定された西山森林整備構想に基づき、今

後も環境の側面や公益的な観点から西山の森林機能を維持

するために、継続的に森林整備を進めていく必要がある。 

【出典】 

西山森林整備推進協議会事業報告 

 

※整備面積・整備率については、同

一区域での異なる年度に行った整備

の重複を含む。 
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【傾向】 

・小畑川上流には流域人口5万人を擁する洛西ニュータウンがある

が、下水道はほぼ完備しており、水質に影響はないと思われる。河川

の浚渫工事等の影響を受け透視度が下がる可能性はある。 

・この10年間水質の変化は特に見られず、環境基準も流水量が少な

いときに採取した平成18年2月のBODデータを除きクリアしておりほぼ

良好な水質を維持している。 

・今後も、安定的に良好な水質を維持できると想定される。 

【出典】 

長岡京市主要施策の

成果等説明書資料編 

0.5 
未満 



◆（44）小畑川・小泉川の主要河川水質指標（小泉川）

◆（45）水道基幹管路の耐震化率

◆（46）下水道長寿命化計画による管きょ更新率

7.6  8.3  7.5  8.2  8.1  7.7  
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1.9  

0.5  0.5  
0.0
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7.0

8.0

9.0

平成18年 

2月 

平成23年 

2月 

平成24年 

2月 

平成25年 

2月 

平成26年 

2月 

平成27年 

2月 

平成28年 

2月 

平成29年 

2月 

平成30年 

2月 

水素イオン濃

度（pH値） 

生物化学的

酸素要求量

（BOD）【ｍ

ｇ/L】 

BOD2.0以下 

pH値6.5～8.5 

0.5 
未満 

0.5 
未満 

0.5 
未満 

0.5 
未満 

【傾向】 

・小泉川上流は一部砂防指定地となっており、砂防工事等の影響を

受ける可能性があるが、この10年間水質の変化は特に見られず、環

境基準（参考値）もクリアしており良好な水質を維持している。 

・今後も、安定的に良好な水質を維持できると想定される。 

【出典】 

長岡京市主要施策の

成果等説明書資料編 

（pH値/ｍｇ/ｌ） 

26.9  28.6  
30.9  31.6  32.3  32.5  33.0  33.7  

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0
（％） 

【傾向】 

・長岡京市水道ビジョン

に基づく中期経営計画で

は、目標値を平成31年度

で40.0％と定めている。 

・平成9年度から、口径

φ300㎜以上については

ダクタイル鋳鉄管の耐震

継手を採用し、水道管の

耐震化を行っており、耐

震化率はほぼ例年どおり

上昇している。 

0.55  0.93  1.29  1.29  

10.30  

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

平成22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

（％） 

0.5 
未満 

0.5 
未満 

【傾向】 
・下水道管きょの老朽化や腐食が原

因で道路が陥没する事故が全国で多

発している。 

・本市においても、平成16年度に久貝

地内の府道において下水道管きょの

腐食による陥没事故が発生した。 

・本市の下水道は昭和49年度から事

業に着手し、平成初頭に一斉に面的

整備を行ってきたことから、今後一斉

に老朽化していくため、計画的に更新

を行っていく必要がある。 

※国の方針の変更により、下水道長

寿命化計画が平成30年度に終了し、

今後ストックマネジメント計画に移行す

る。 



◆（47）上下水道料金の推移

◆（48）一般向け府営水ブレンド率

◆（49）市内井戸における地下水位回復状況

2,410  2,410  
3,120  3,120  

3,670  3,320  3,020  

1,075  1,350  

1,350  1,725  
1,725  

1,725  2,015  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

下水道使用料 

水道料金 

【傾向】 

・将来にわたり、安定した

上下水道事業運営を行う

ため、施設整備計画を策

定するとともに、５年間を

料金算定期間として上下

水道料金を設定してい

る。 

・平成27年度からの料金

算定期間で、平均的な一

般家庭の使用では、上下

水道料金は値下げとなっ

ている。 

・京都府下での上下水道

料金比較では、25市町の

中で真ん中よりやや下に

位置している。 

（円） 

41.9  44.5  43.1  44.0  
47.3  

52.7  53.9  51.5  

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

【傾向】 

・平成12年度から、京都

府営水道の導入による

二元水源が実現し、安

定した水道水の供給が

確保されている。 

・一方、自己水である地

下水について、適正揚

水量を守り継続して貴

重な財産である地下水

をいつまでも水道水とし

て活用するよう求めら

れている。 

（％） 

3.28 
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29.64 

28.87 

32.3 

32.54 

33.93 

34.49 

36.42 

0
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10
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35

40
【傾向】 

全体的に回復傾向に

あるが、揚水量によっ

ては、急激な低下が

発生する場合もあり、

継続的に観測する必

要がある。 

【出典】 

（公財）長岡京水資源対策基金地

下水位調査 

（ｍ） 

【出典】水道事業会計決算書（水道事業報告書）  ※30年度は令和元年9月発表予定 



◆（50）家庭系ごみ（可燃）1人/1日あたり排出量

◆（51）ごみの総量

◆（52）リサイクル率

569  

486  482  476  471  463  454  
448  448  

0
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300

400

500

600

【傾向】 

・平成18年度から減少

を続けていたが、平成

22年度以降はほぼ横

ばいとなった。 

【出典】 

乙訓環境衛生組合廃棄物

処理状況報告 

（ｇ） 

22,473  

22,114  22,077  

21,782  21,877  
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21,200
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22,400

22,600
（ｔ） 

【傾向】 

平成30年度は、6月の

大阪北部地震及び9月

の台風21号により発生

した廃棄物が増加した

ため、ごみの総量が増

えた。 

15.3  15.2  15.1  15.0  
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長岡京市 

京都府平均 

（％） 

【傾向】 

・長岡京市は、早い段

階でリサイクルを推進し

ており京都府平均よりも

リサイクル率が高かっ

たが、平成27年度では

府の平均を下回るよう

になってきている。 

・ペットボトルの軽量

化、新聞購読世帯の減

少など、リサイクル対象

物の減少もあり、リサイ

クル率が従来の施策の

継続では伸びない現状

となっている。 

【出典】 

京都府の一般廃棄物の処理状況 

※30年度は令和2年6月発表予定 

【出典】 

乙訓環境衛生組合廃棄物

処理状況報告 
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ご
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◆（53）温室効果ガス排出量

◆（54）再生可能エネルギーの世帯あたり普及率

◆（55）みどりのサポーター登録団体数
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（千ｔ-CO2） 

【傾向】 

・温室効果ガスの排出

量は経済活動の影響を

受けるものの、平成21

年度までは、減少してき

たが、平成23年に起き

た東日本大震災の影響

により、火力発電の増

加によって化石燃料消

費量が増えたことによ

り、電気の排出係数が

上昇している。その結

果、温室効果ガスの排

出量は増加傾向に転じ

ている。 

【出典】 

長岡京市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）～持

続可能な未来（アース）プラン～各年度進捗報告書 

※28年度は令和2年3月発表予定 
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【傾向】 

・平成23年に起きた東

日本大震災における原

子力発電所の事故以

降、エネルギー問題に

対する関心が高まって

いる。 

・日々の生活に欠かせ

ないエネルギーについ

て自立・分散型のエネ

ルギーシステム導入の

動きが広まっており、今

後も再生可能エネル

ギーの導入が増加する

ことが見込まれる。 

【出典】 

長岡京市第二期環境基本計画 実施

計画進捗報告書 各年度評価結果 

35  
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【傾向】 

高齢化に伴い1団体

の取り消しはあった

が、6団体の加入があ

り増加傾向である。 

（団体） 

（％） 

【出典】 

みどりのサポーター団体登録台



◆（56）市面積に占める公園面積の割合

◆（57）長岡京市都市計画区域内の緑被率

◆（58）長岡京市の農地面積
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0.40
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0.80
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【傾向】 

公園面積は京都縦貫

自動車道沿いの公園

や民間開発事業に伴

う公園などの供用開

始に伴い、近年増加

傾向にある。 

【出典】 

長岡京市公園内訳表 

49.8  

49.3  

49.3  49.3  

49.2  

49.4  

49.3  

49.3  

49.2  

48.9
49.0
49.1
49.2
49.3
49.4
49.5
49.6
49.7
49.8
49.9

（％） 
【傾向】 

都市公園の整備等に

より、都市公園の面

積は増加しているが、

生産緑地を含めた農

地の面積が減少して

いるため、緑被率は

横ばいである。 

※平成28年度 長岡京市緑の基

本計画（改定版）に基づき算出 

276 

258  

257  

257  

255  

253  

252  
249  

247  
245  

225
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235
240
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250
255
260
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275
280 【傾向】 

・長岡京市の農地面

積は、宅地への転用

等により、この10年間

で約10％減少してい

る。 

・今後も開発に伴う農

地の転用から農地面

積は減少が続くことが

予想される。 

【出典】 

長岡京市固定資産課税台帳 

（ha） 



評価指標／けいえい

◆（59）長岡京市人口

◆（60）交流人口（流入人口：就業・通学のために市外から流入する人口）

◆（61）ふるさと納税件数

77,446  
78,293  

79,873  

79,806  
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75,000
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77,000

78,000

79,000

80,000

81,000

82,000
（人） 

【傾向】 

・平成17年度から国とし

ては、人口減少社会に

突入したと言われてい

るが、本市は、平成23

年5月に人口8万人を突

破し、それ以降も微増

傾向にある。 

・ただし、国立社会保

障・人口問題研究所の

試算では、本市も令和

12年には人口が7万6千

人台に落ち込むことが

想定されている。 

【出典】 

長岡京市住民基本台帳 
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【傾向】 

市外から流入する人

口は減少傾向にあっ

たが、平成27年度は

増加に転じている。 

【出典】 

国勢調査結果  

「就業・通学による人口移動」 

※5年毎に調査 
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【傾向】 
・平成28年9月から、返礼品

に頼らず、魅力ある事業を

提供することで寄付につな

げるふるさと納税事業を展

開したところ、寄付件数が

増加。寄付先の事業を選択

できる、というスタイルが定

着してきている。 

・平成29年度は、乙訓高校

の甲子園初出場に際して

臨時的にふるさと納税事業

を立ち上げ、寄付件数も増

加した。既存の3プロジェク

トの件数は堅調に増加して

いる。 

（件） 



◆（62）財政4指標（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率）

◆（63）市税収納率
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【傾向】 

・実質赤字比率と連結実質赤字比率に関しては、平成19年度算定以降、実質赤字額がない。 

・実質公債費比率は、平成22年度をピークとして改善傾向にある。平成30年度は、一般会計等の実質

的な公債費が増加したものの、公営企業に対する公債費相当の繰出金（準元利償還金）が減少したこ

となどにより、前年度より比率が低下した。 

・将来負担比率は、平成21年度をピークとして改善傾向にあったが、平成28年度決算では地方債残高

等の増加と充当可能財源である積立金等の減少により比率が上昇した。平成30年度は一般会計等の

地方債残高が増加したものの、公営企業の地方債残高の減少や充当可能財源である積立金の増加

などがあり、差し引きでは前年度より0.4ポイント低下した。 
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【傾向】 

・過去には、バブル経済の崩壊や世界的な金融危機による経済の悪化により、急激に下降するこ

とがあった。 

・近年は、緩やかではあるが景気が回復傾向であり、また、平成22年に設立した京都地方税機構

による滞納整理業務や現年課税の確実な徴収により、収納率は上昇している。 

・今後も社会経済の動向に影響を受け、急激に変動することも考えられるが、安定した財源を確

保するため、収納率の維持・向上を目指す。 

【算出方法】 

 

  納付額（納付された税額） 

                 ＝ 収納率（％） 

 調定額（納付されるべき税額） 

【出典】 

市税概要 
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